
 

 

 - 1 - 

令和４年１１月２日 

課 長 等 各 位 

 

下仁田町長  原 秀男 

 

令和５年度の予算編成方針について、下仁田町財務規則第１６条第２項の規定により次のとおり通知する。 

 

 

令和５年度予算編成方針 

 

１ 地方財政を取り巻く状況 

 内閣府が公表した１０月の月例経済報告によると、「景気は、緩やかに持ち直している。」とされ、先行きについては、「ウィ

ズコロナの新たな段階への移行が進められる中、各種政策の効果もあって、景気が持ち直していくことが期待される。ただ

し、世界的な金融引締め等が続く中、海外景気の下振れが我が国の景気を下押しするリスクとなっている。また、物価上昇、

供給面での制約、金融資本市場の変動等の影響に十分注意する必要がある。」としています。 

 また、国は「令和５年度の概算要求に当たっての具体的な方針について」を７月の閣議で了承し、その中で「「経済財政運営

と改革の基本方針２０２２」及び「経済財政運営と改革の基本方針２０２１」に基づき、経済・財政一体改革を着実に推進す

る。ただし、重要な政策の選択肢をせばめることがあってはならない。」としており、歳出全般について、施策の優先順位を洗

い直し、無駄を徹底して排除しつつ、予算の中身を大胆に重点化することされています。 
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２ 下仁田町の財政状況 
 

令和３年度決算における当町の財政状況は、財政構造の弾力性を示す経常収支比率が 89.2％と前年度対比 0.6 ポイント改善

されていますが、望ましい目安とされる 75％～80％までは、依然として届かない状況にあります。 

また、健全化判断比率である実質公債費比率は 8.6％で前年度と同じ、将来負担比率は 10.5％と前年度対比 15.7 ポイント

減ではあるものの、県内で見ると高い水準にあり、後年度の町財政運営に大きな影響を及ぼす要因は依然として大きい状況にあ

ります。 

一方、財政調整基金においては、令和３年度末残高が 17 億 1,400 万円で最低限の目標としてきた 10 億円は平成 24 年度

末以降引き続き達成していますが、先行き不透明な経済状況や将来負担比率を鑑みると、更なる積み立てが必要であることは言

うまでもありません。 

令和４年度においては、依然終息の見えない新型コロナウイルス感染症の影響もあり、引き続き町税収入の増額に大きな期待

が見込めない中、町道改良工事などの投資的経費の支出に加え、公債費をはじめとした経常経費の増加が見込まれるほか、平成

29 年度から行われている下仁田南牧医療事務組合への追加負担金もあり、引き続き慎重な財政運営が求められています。 

このような中、令和５年度予算編成において、総務省の普通交付税仮試算では、『極めて厳しい地方財政の現状等を踏まえ、本

来の役割である財源調整機能と財源保障機能が適切に発揮されるよう、総額を適切に確保するとともに、臨時財政対策債の発行

を抑制』としており、総額で 0.8％の増額と令和４年度とほぼ同水準が見込まれています。 

しかしながら、令和４年度の普通交付税交付額が令和３年度と比べおよそ１億４千万円の減となるなど、人口減少などの影響

により今後も普通交付税交付額が減少していくことが想定されます。歳出面においては、下仁田南牧医療事務組合への追加負担

金の継続、高齢化に伴う社会保障費や老朽化した町有施設の維持補修費の増加が予想されることから、後年度を見据えたより一

層厳しい財政運営を余儀なくされる状況にあります。 
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３ 予算の編成方針 

厳しい財政運営が続く中、全職員が予算編成の主体となって「予算は政策の具体化」であることを念頭に据え、本町の置か

れた財政状況を正しく理解し、最大限の危機感を持ちながら、編成（要求）事務を進められたい。 

その際には、所管事務における課題解決、経営努力、合理化等一層の創意工夫を図ると伴に、納税者の視点を大切に、限ら

れた財源の効率的・効果的な活用に向け組織の英知を結集した特段の努力を期待するところである。 

こうした点を踏まえ、令和５年度の予算編成においても、「下仁田町第５次総合計画」における政策体系に基づき、真に本

町の発展に繋がる施策・事業を中心に効率的な予算配分を行うこととし、「第５次下仁田町行財政改革大綱」における基本理

念である「最少の経費で最大の効果を生み出す」ための事業の選択や見直しを徹底し、持続可能な町政運営に向け効率的な経

費支出に努め、“町民中心のまちづくり”を目指して取り組むものとする。 

 

(1) 全般的事項 

① 当初予算は通年予算として編成することから、年間所要額を的確に見積もること。 

② 新規事業については、重点施策に資する事業（人口減少・少子化問題や総合計画・総合戦略関連）とし、これに非該当

な事業については真に町民生活の向上に資する緊急・不可欠な事業に限定すること。財源については、原則として既存事

業の経費の振替や節減合理化により捻出するよう留意すること。 

③ 既存の事務事業については、必ずその内容、効果を原点に立ち返って十分検討し、時代に即した内容に改善するととも

に、事業の必要性が薄れているものについては、積極的に廃止するなど徹底した見直しを図ること。 

④ 事業の選択に当たっては、総合計画や総合戦略の基本計画、実施計画及び主要な施策の成果を踏まえ、将来の財政負担

を考慮し、先例や慣例にとらわれることなく、事業の優先度について十分検討すること。 

⑤ 国、県支出金を財源とする事業については、国、県の予算編成の動向や制度改正を的確に把握し、事業効果や負担区分

の在り方等を十分検討して事業の選択を行うこと。 
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⑥ 事業計画の策定に当たっては、執行計画を十分検討し、年度内に確実に事業が終了するよう特に留意すること。 

⑦ 経常的な一般行政経費については、必要性の検証と効率化に努めるとともに、適正な単価及び数量に基づいて積算する

ことで、それに係る所要一般財源は令和４年度当初予算を基準として、極力抑制に努めること。 

⑧ 歳出予算において、消費税が加算される費目については、１０％で見積もること。 

 

(2) 歳入に関する事項 

   歳入予算の見積りに当たっては、社会経済情勢の動向、過去の実績等を精査・分析するとともに、最新の資料、情報を収

集し、自主財源の確保及び依存財源の的確な捕捉に努めること。 

① 町税については、経済情勢の推移、税制改正の動向、地方財政計画等を十分に勘案し、的確な判断により見積もること。

また、税負担の公平性を保つため、課税客体の適正な把握及び収納率の向上に、より一層努めること。 

② 使用料及び手数料は、受益と負担の原則に立脚し、対象の的確な把握に努め適正化かつ公平に見積りすること。 

③ 分担金、負担金及び寄附金については別表１を参考に計上すること。 

④ 国県支出金については、国・県の予算編成や行財政制度の動向を的確に把握して見積もること。特に補助金の削減や 

一般財源化の動向に留意し、見積りにあたっては交付基準に基づき積算し、過大見積りの無いよう特に留意すること。 

また、従来から一般財源で対応していた事務事業についても、県等の担当課に照会し、一般財源充当を増やすことなく

活用できる補助制度があるか確認するなど、補助制度の有効活用に努めること。 

⑤ その他の歳入については、過去の実績を勘案しつつ歳出予算との整合性を考慮して増額確保に努めること。 

 

 (3) 歳出に関する事項 

① 義務的経費 

ア 人件費は定員適正化計画に基づき、計画的な人員の削減と効率的な事務処理を更に進めることとし、新規行政需要に
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ついては、増員を極力抑制し見積りを行うこと。また、時間外勤務手当について、一層の抑制・縮減に努めること。 

イ 非常勤特別職等の報酬については、現行条例（別表３）の人員及び金額を基礎とすること。 

ウ 会計年度任用職員の雇用は、人員・雇用期間について、適正な任用計画のもと総務課と十分協議のうえ計上すること。

また、予算は報酬・手当・旅費での計上（別表２）となるので十分注意すること。 

エ 扶助費は、後年度負担の増加に留意するとともに、社会的公正に努め、被扶助者数の動向等を的確に把握して見積り

を行うこと。 

 

② 一般経費 

ア 一般行政経費に係る物件費については、既存経費の見直し、事務の合理化、執行方法の改善等の創意と工夫により、

一層の効率化に努めた上で見積りを行うこと。 

イ 旅費は、出張の必要性を十分検討し、人員・回数等の抑制に努め、宿泊を伴う視察研修等は、職員の随行を含めて見

直しを図り削減すること。 

ウ 報償費は、役務の提供、施設の利用等に対する謝礼又は代償に係る経費である本来の趣旨を勘案し計上すること。ま

た講師謝金については（別表４）により計上するが、来庁費用（車賃等）については８節で計上すること。 

エ 委託料は、費用対効果の観点から、業務委託の範囲や内容について見直しを行うこと。 

オ 補助費は、従来の制度や慣行にとらわれることなく、「公益性」の視点から対象事業の内容、必要性、効果等を十分検

討のうえ、目的を達成したもの、補助効果の乏しいと認められるもの、受益者負担が適当と認められるものについては、

積極的に廃止するとともに、終期の設定等により整理合理化を図ること。 

また、被補助団体の決算状況等を把握し、過大な補助とならないよう適正な計上に努めること。 

なお、法令外負担金については、前年度の金額で計上することとし、査定の段階で決定金額に差し替えする。 

カ  庁用備品は、一部の庁用車購入費を除き総務課において一括計上するので、庁用備品の補充又は新規購入を必要とす
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る場合は予め総務課にその旨申し出ること。 

キ  別表２の統一単価と運用参考表に示した経費については、その統一単価により見積ること。 

 

③ 投資的経費 

ア 総合計画や過疎計画、総合戦略に基づき、事業の必要性、緊急性及び投資効率等を十分検討するとともに、事業の  

優先付けを行ったうえで計上すること。 

イ 新規事業の単独事業については原則人口減少・少子化対策、総合計画・総合戦略関連とし、補助事業の活用において

も、純増ではなく従前の事業の見直しを前提とすること。 

ウ 用地取得を伴う事業については、確保の見通しがあるもの以外は計上しないこと。特に埋蔵文化財地域及び補助金支

出事業は注意すること。 

エ 建物等の施設については、設置後の管理体制や維持管理費等、後年度の財政負担が分かるものを別途提出のこと。 

 

４ 特別会計に関する事項 

 特別会計については、その設置目的により独立採算を前提として一般会計に準じて予算編成を行うものとするが、一般 

会計からの繰入金については、その理由別金額及び積算基礎について詳細を明示すること。 

 

５ その他留意事項 

(1) 債務負担行為、繰越明許費及び継続費等の予算で定める事項については、その予定事項を予め総務課（財政係）に申し出 

ること。 

(2) 各目に掲げる事務事業名については、内容を精査のうえ整理統合を進め簡素化を図りつつ、事務事業名で予算管理すること

を念頭に、執行時の運用を考慮して作成すること。 
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なお、細々節（説明）における字句は、予算書の備考欄に印字され、また、伝票の説明欄にそのまま出力されるとともに、

決算書に反映されるので適正な表現にすること。 

◎特定の企業名や個人名は特に注意。 

◎｢保険｣と｢保険料｣・｢委託｣と｢委託料｣が混在しないように｢保険料」・｢委託料｣に係内はもちろん課内でも統一。 

◎例えば、｢GHP 設備点検料｣と｢エアコン（GHP）保守点検委託料｣などのように同一内容のものが異なる名称で混在し 

ないように係内はもちろん課内でも統一。 

(3) 見積書の作成にあたり、全ての節において算出基礎となる単価・数量等を詳細に記載し、端数調整を要する場合は、「調  

整○○円」とすること。 

(4) 議会全員協議会へ提出する予算資料は、一般会計分については従来の通り総務課で作成するが、特別会計においては、一 

般会計に準じた「予算集計表」を会計毎に作成（原稿は財政係で作成）し提出すること。 

(5) 予算見積書は、１１月３０日（水）までに入力すること。 

 

 

 

 


